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４　主要事業一覧

農　政　部

（千円）

1 41,400

 １　環境にやさしい農業生産推進事業
　・エコファーマーの育成
　・環境にやさしい農産物認証の拡大
 ２　ＩＰＭ（総合的病害虫管理）導入支援事業
　・現地研修会の開催
　・モデル地域での取組支援
 ３　ＧＡＰ（適正農業管理）手法推進事業
　・研修会の開催
　・産地実証事業の実施
 ４　有機農業実践支援事業
　・　　有機農業指導者の登録
　・研修会の開催　等

事業主体 県、市町村、
農業技術課 農業団体、営農集団等
 FAX 026-235-8392 [ 46,651 ] 補助率 1/2以内
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

2 151,205

農業技術課
 FAX 026-235-8392
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
農地整備課
 FAX 026-233-4069 [ 150,685 ]
 E-mail nochi@pref.nagano.jp 交付率　　　　定額

事業主体 長野県農地・水・環境保全向上対
策協議会、活動組織、市町村

農地・水・環境保全向上
対策事業費

　 農村地域の環境を保全するため、地域ぐるみで
行う農道や用水路等の適正な保全管理を行う共同
活動と農業者ぐるみで行う環境負荷を低減する営
農活動を支援します。

１　共同活動支援交付金
　　・草刈り、用水路等の泥上げなど基礎的な活動
　　に加え、農地法面の初期補修や農道沿いの景
　　観形成植物の植栽等の共同活動の支援
２　営農活動支援交付金
　　・化学肥料や農薬の使用量を５割以上低減する
　　などの先進的な営農活動の支援
３　市町村推進交付金
　　・市町村が行う活動組織に対する確認事務等の
　　支援

環境にやさしい農業総合
対策事業費

　環境と調和のとれた農業を促進するため、エコ
ファーマーの育成や環境にやさしい農産物認証の
拡大を図るとともに、ＩＰＭやＧＡＰの推進及び有機
農業に取組む生産者を支援します。

要　求　額
［平成21年度予算額]事　業　名 事　　業　　内　　容

新
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要　求　額
［平成21年度予算額]事　業　名 事　　業　　内　　容

3 8,831

１ 侵入防止柵等整備
農業技術課 ２ 集落組織体制整備
 FAX 026-235-8392 ３ 野生鳥獣対策支援体制整備
 E-mail nogi@pref.nagano.jp ４ 新規課題対応技術研究・実証
農村振興課
 FAX 026-235-7483 事業主体　　県、市町村等
 E-mail noson@pref.nagano.jp [ 21,110 ] 補助率 1/2以内

4 2,011,586

農村振興課
 FAX 026-235-7483 [ 2,011,586 ] 事業主体 協定締結集落、市町村
 E-mail noson@pref.nagano.jp 負担割合　　国1/2　県1/4　市町村1/4　ほか

5 12,148

農村振興課 事業主体　　県、市町村、農協、農業者組織等
 FAX 026-235-7483 ［29,765］ 交付率 １/２以内、定額
 E-mail noson@pref.nagano.jp

野生鳥獣被害総合対策
事業費

　野生鳥獣による農作物被害を防止するため、防護
柵設置等の地域ぐるみの総合的被害対策を支援す
るとともに、被害地域への指導・助言体制を整備し
ます。
　また、新たな課題に対応するため、対策技術の研
究や実証試験を実施します。

中山間地域農業直接支払
事業費

　中山間地域において、耕作放棄地の発生を防止
し、農業・農村の持つ多面的機能を確保するため、
集落の話し合いに基づく自律的かつ継続的な農業
生産活動を支援します。

１　中山間地域農業直接支払事業
　　中山間地域の農業者等が締結した集落協定に
　基づく、自律的かつ継続的な農業生産活動等の
　支援
２　中山間地域農業直接支払推進事業
　　次期対策への円滑な実施に向け、市町村が集
　落に対して行う制度の周知、集落協定締結に係る
　助言等を支援

遊休農地活用総合対策事
業費

 　遊休農地解消のための推進活動や遊休農地の
農業上の利用、多面的機能の増進など地域の実情
に応じた解消・活用に向けた取組を支援します。

１  遊休農地解消推進事業
　　対策会議の開催、市町村等への指導等
２　 　遊休農地活用支援モデル事業
　　地方事務所単位での支援チームによる解消モ
　デル地区の設定と重点的な支援
３  遊休農地解消支援事業
　　障害物の除去、土壌改良、客土、整地などの
　簡易な土地条件整備等
４　棚田地域遊休農地解消支援事業
　　棚田地域等において農業者組織自らが行う活
　動に要する経費助成

新
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要　求　額
［平成21年度予算額]事　業　名 事　　業　　内　　容

6 学校給食県産農産物 33,571
利用促進事業費

農業政策課
 FAX 026-235-7393
 E-mail nosei@pref.nagano.jp
教育委員会事務局保健厚生課 [ 0 ]
 FAX 026-234-5169
 E-mail  hokenko@pref.nagano.jp

  

7 地産地消「信州を食べよう」 62,194
推進事業費

農業政策課農産物マーケティング室 [ 2,056 ]
 FAX 026-235-7393
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

8 農業大学校研修事業費 17,936

農業技術課
 FAX 026-235-8392
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
農村振興課
 FAX 026-235-7483 [ 11,938 ]
 E-mail noson@pref.nagano.jp

9 強い園芸産地育成事業費 47,500

１　園芸産地再構築支援事業
　・　県オリジナル品種等の種苗導入
　・　施設・機械導入
２　実需者ニーズ創出型産地構築支援事業
　・　需要が創出された農産物の種苗導入
　・　施設･機械導入
３　持続的園芸産地構築支援事業
　・　優良果樹苗木の緊急増殖
　・　果樹園リースシステムの導入

園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 事業主体 市町村、営農集団等
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp ［50,000］ 補助率 １／２以内

　学校給食関係者（調理場、納入業者等）と農産物
生産者・生産者団体等を結びつけるコーディネー
ターを県下４地域及び県庁に配置し、学校給食に
おける県産農産物の利用促進を図ります。

　先進事例の発表や地産地消を促進するため有識
者等の参加によるパネルディスカッションを行う「地
産地消シンポジウム」を開催します。
　また、地域の県産食材供給組織の活動や、県的
団体の自主的活動を支援することにより食育や地
産地消の推進を図ります。

　　現地機関の再編により、農業大学校は平成22年
４月から農学部総合農学科を松代キャンパスに統
合し、小諸キャンパスでは研修事業の充実を図り、
新規就農支援、営農実践研修等農業技術力向上
支援及び農とのふれあい研修を、地域と連携しなが
ら実施します。

事業主体　県、市町村等
補助率　１／２以内、定額

　県オリジナル品種の拡大や実需者と結びついた
産地育成などを通じ、競争力の高い園芸産地を育
成するため、種苗導入や施設・機械等の整備を支
援します。

新
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要　求　額
［平成21年度予算額]事　業　名 事　　業　　内　　容

10 実需者ニーズ創出型産地 17,252
育成事業費

１　実需者ニーズ創出型農作物需要探査事業
・ 需要創出コーディネーターによる新たな

需要の創出等
２　農作物マッチング推進事業

園芸畜産課 ・ 農業と商工・観光業との結びつけ等
 FAX 026-235-7481 ３　実需者ニーズ対応産地育成支援事業
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp [ 0 ] ・ 新品種への一挙更新作業等への支援

11 りんごフェザー苗供給体制 1,823
構築事業費

事業主体　　（社）長野県原種センター
園芸畜産課 　　 県園芸作物生産振興協議会
 FAX 026-235-7481 補助率 定額
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp [ 2,582 ]

12 野菜等価格安定対策事業 755,914
補助金

債務負担行為
　　・野菜価格安定対策事業 (355,600）

園芸畜産課 事業主体　　(財）長野県野菜生産安定基金
 FAX 026-235-7481 協会
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp [ 610,360 ] 補助率 定額

13 きのこと家畜を育てるソルガム 3,008
プロジェクト推進事業費

１　ソルガム培地の生産・利用促進
　・　プロジェクト会議の開催
　・　現地での調査研究
２　ソルガム培地活用のための条件整備事業
　・　ソルガムの培地化のための粉砕機導入

園芸畜産課 事業主体 県、営農集団等
 FAX 026-235-7481 補助率 １／２以内
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp [ 0 ]

　実需者と結びついた産地を育成するため、需要
創出コーディネーターを設置し、県内産地と商工
業・観光業との結びつけや新たな需要の創出を行う
とともに、産地づくりのための品目一挙更新作業等
の初度的取組等を支援します。

　きのこ農家と畜産農家の経営安定及び飼料作物
の生産拡大を図るため、飼料作物であるソルガム
を、きのこ農家と畜産農家が効率的に利用する地
域循環の仕組みを構築します。

　農家の経営安定と農作物の安定供給を図るた
め、価格低落時に価格差補給交付金を交付するた
めの資金造成等を支援します。

　省力的で早期多収が可能なりんご新わい化栽培
を拡大するため、フェザー苗の緊急的な増産を図る
とともに、安定的に生産供給できる体制を整備しま
す。
１　果樹種苗業者によるフェザー苗生産供給体制
　の構築
２　フェザー苗生産に対する技術的支援
３　フェザー苗の需給動向・生産動向等の情報交換

　　・特産花き生産出荷安定資金造成事業

新

新
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要　求　額
［平成21年度予算額]事　業　名 事　　業　　内　　容

14 飼料価格高騰緊急対策事業 9,731
費

１　自給飼料増産利用推進事業
　・　現地検討会の開催
　・　水田を活用した移動放牧に関する技術実証
２　自給飼料増産条件整備事業
　・　飼料作物の収穫調製機械、効率運搬機械の
   導入

園芸畜産課
 FAX 026-235-7481 事業主体 県、営農集団等
 E-mail enchiku@pref.nagano.jp [ 56,801 ] 補助率 １／２、１／３以内

15 新規就農者支援事業費 77,915

［一部再掲］

農村振興課
 FAX 026-235-7483 [ 30,519 ]
 E-mail noson@pref.nagano.jp

16 長野県原産地呼称管理 9,932
制度運営事業費

農業政策課農産物マーケティング室 [ 9,932 ]
 FAX 026-235-7393
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

　信州農産物のブランド化を図るために創設した長
野県原産地呼称管理制度の運営やＰＲを行いま
す。

２　新規就農里親支援事業
　・ 就農相談の実施
　・ 里親の登録
　・ 里親農業者のもとでの研修

３　農業大学校研修事業
　・ 新規就農支援事業（アグリターン研修等）
　・ 農業技術向上支援事業（農業機械研修等）
　・　　 農とのふれあい事業

　飼料価格が高騰している状況下において、飼料
自給率の向上及び生産コスト低減による畜産経営
の安定化を図るため、耕種農家と畜産農家が連携
し、水田を活用した県産自給飼料の増産・利用を支
援します。

１　制度運営
　　制度、認定基準の審議を行うとともに、審査、認
　定を実施
２　制度及び認定品のＰＲ
　　・消費者の認知度向上のためのフェア等の開催
　　・リーフレットの作成配布

　農業後継者、新規参入者、団塊の世代からの定
年帰農等多様な新規就農者を確保、育成するた
め、就農相談活動や農業大学校研修部などでの農
業体験研修の充実、新規就農里親制度による実践
的な技術研修などにより、円滑な就農を支援すると
ともに、地域において関係機関・団体が一体となっ
て行う就農促進活動を進めます。

１　就農サポート事業
　・ 新規就農サポート事業
　・ 就農促進プロジェクト事業
　・ 農業の魅力発見・体験研修支援事業
　・　　 婚活サポート事業新

新
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要　求　額
［平成21年度予算額]事　業　名 事　　業　　内　　容

17 信州オリジナル食材ブランド 1,225
化推進事業費

農業政策課農産物マーケティング室 [ 4,519 ]
 FAX 026-235-7393
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

18 信州食材マーケット創出 24,351
事業費

農業政策課農産物マーケティング室 [ 0 ]
 FAX 026-235-7393
 E-mail marketing@pref.nagano.jp

19 農業農村ビジネス推進事業 2,176
費

農業政策課農産物マーケティング室 [ 2,226 ]
 FAX 026-235-7393 事業主体　　県、生産者団体等
 E-mail marketing@pref.nagano.jp 補助率　　　　１／２以内

　県が開発又は認定した優れた食材のＰＲとブラン
ド化を推進するため、取扱店舗情報の発信を行うと
ともに、有名料理店等への売り込みを行います。

１　有名レストラン、シェフへの売り込み
　　　「夢のレストラン」クーカルと連携し、ミシュラン、
　ザガットサーベイ等レストランガイド誌で高く評価さ
　れているシェフへの食材紹介、売り込みを行うとと
　もに、首都圏における食材の「お披露目会」を開
　催
２　ＰＲ推進
　　ＰＲ用ポスター、リーフレット、取扱店用登録板等
　の作成

　県内外において信州産農産物・加工品の認知度
向上と販売促進の取組を強力に推進します。

１　信州オリジナル食材取扱店舗登録促進事業
　　店舗登録推進員による信州オリジナル食材取扱
　店の登録促進

２　”Shinshu Market”設置事業
　　首都圏の量販店や高級スーパーへのアンテナ
　売場”Shinshu Market”の設置及び専門販売員
　による対面販売の実施

３　新規マーケット開拓事業
　　首都圏で開催される信州産食材イベントへの出
　展や商談会開催及び県内食材イベントへの出展
　による県産農産物・加工品のＰＲ・紹介

　消費者の価値観の変化やニーズの多様化などに
対応し、収益性の高い農業をつくるため、第１次産
業（生産）、第２次産業（加工）、第３次産業（観光・
販売）が相互に連携した「第６次産業」化の推進や
企業感覚を有する経営体を育成します。

１　農業・農村ビジネスの定着促進
　　・農産加工販売を促進するための「アグリビジネ
　　ス講座」の開催
　　・高度な農産加工技術を習得する「アグリビジネ
　　ス加工技術研修」の実施

２　アグリビジネス商品づくり支援
　・受託加工支援
　・アグリビジネス商品確立支援
　・農産加工の商品開発、販路開拓、経営能力向
　　上等の取組へ支援

３　観光農業の取組推進
　　農家レストラン、観光農園等を対象としたセミ
　ナーの開催

新
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要　求　額
［平成21年度予算額]事　業　名 事　　業　　内　　容

20 公共事業費 10,591,195 公共事業費

債務負担行為
(1,582,000）

農地整備課
 FAX 026-233-4069 [ 10,502,016 ]
 E-mail nochi@pref.nagano.jp

21 県単独事業費 398,620 県単独事業費

農地整備課
 FAX 026-233-4069 [ 115,600 ]
 E-mail nochi@pref.nagano.jp

区　　分 要　　求　　額
生 産 基 盤 4,605,619千円
農 道 1,748,298千円
農 村 整 備 1,760,628千円
防 災 2,476,650千円

計 10,591,195千円

区　　分 要　　求　　額
農 道 289,188千円
緊 急 農 地 防 災 61,972千円
農 地 地 す べ り 対 策 12,000千円
農 業 農 村 整 備 35,460千円

計 398,620千円


